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働き方改革が女性のキャリアに及ぼす影響





















































































































　2017 年 10 月に認定制度の第 1 回認定が行われた。認定された企業は、従業員数が 4,835 名の
スーパーマーケット業から 13 名の土木建設業まで、20 社が選ばれた。2018 年 1 月には、第 2
回の認定で、新たに 26 社が選ばれている。
注：2011 年度の割合は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果


































































































































 （n ＝ 963）
図 5　「働き方改革」に期待する効果（複数回答）
出所：広島県商工労働局（2017）P.11 をもとに筆者編集作成































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　今回、インタビュー調査をした卒業生は、5 名である。表 2 はそのインタビュー内容をまと
めた一覧である。今回は紙面の関係で、5 名の働き方や職場での産休制度の取り方、学生時代
に学んで役に立った内容などに絞り纏めた。5 名中 3 名は、同じ製薬会社に勤務しており、在
学中の専攻学科は 3 名それぞれ異なっている。3 名が勤務する職場では、女性の正社員は現在
インタビュー調査で協力してくれた 3 名のみである。その他の女性従業員はすべて派遣社員で
構成されている。過去に正社員で就職した女性従業員は、結婚や出産、配偶者の転勤を機に退
職している。製薬会社に一番長く勤務している A さんは勤続 30 年の既婚者、B さんは独身キ
ャリアウーマンとして 28 年間勤務をしている。C さんは卒業後入社した企業を 1 年で退職し、
2 か所目の企業が現在の企業である。
　製薬会社で勤務している 3 名の企業は、国内外にグループ企業がある東証一部上場・大証一
部上場で、全国に 18 支店、161 の営業所を持つ業界トップレベルの企業である。従業員数は、
17,202 名（2017 年 3 月 31 日現在）、主な事業内容は医薬品の製造・販売及び輸出入であり、そ
の企業の中国支店で勤務している。完全週休 2 日制で、夏季・年末年始の休暇に加え、年次有
給休暇取得計画登録制度により決められた休みを取ることは必須であり、産休・育児制度では、
一子につき 3 年、2 子目 3 子目も同じように取得可能である。また、年収構成は、月額給与 +
住宅手当 + 通勤手当に賞与が 2 回あり、営業担当者には営業手当も支給される。
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